
フリーランス法は、フリーランスと取引をする
全ての事業者が守らなければならない法律です

１

フリーランス法(フリーランス・事業者間取引
適正化等法)について 島根労働局

雇用環境・均等室令和６年１１月１日から施行されています



対象となる事業者の定義

２



対象となる取引と対象とならない取引

３



義務項目

４



義務項目

公正取引委員会
近畿中国四国事務所 中国支所
〒730-0012
広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎第4号館
TEL 082-228-1502
（管轄区域：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）

中小企業庁
中国経済産業局 産業部中小企業課 取引適正化推進室
〒730-8531
広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎２号館
TEL 082-224-5745 (直)
（管轄区域：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）

５



義務項目

〒690-0841
島根県松江市向島町134-10 松江地方合同庁舎5階
島根労働局 雇用環境・均等室
TEL 0852-31-1161

６



募集情報の的確表示義務（第12条）

７



育児介護等と業務の両立に対する配慮義務（第13条）

８



９

育児介護等と業務の両立に対する配慮義務（第13条）



10

ハラスメント対策に係る体制整備義務（第14条）

１ハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、方針の周知・啓発
・発注事業者の方針等の明確化と社内（業務委託に係る契約担当者等）へ周知・啓発すること、ハラスメント
行為者に対しては厳正に対処する旨の方針を就業規則などに規定すること。

２相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
・相談窓口を設置し、フリーランスへ周知すること、相談に適切に対応できるようにすること

３業務委託におけるハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応
・事案についての事実関係を迅速かつ正確に把握すること、事実関係の確認ができた場合速やかに被害者に対
する配慮のための措置を適正に実施すること、事実関係の確認ができた場合行為者に対する措置を適正に実
施すること、再発防止に向けた措置を実施すること

４1～３に併せて講ずべき措置



ハラスメント対策に係る体制整備義務（第14条）
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ハラスメント対策に係る体制整備義務（第14条）
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ハラスメント対策に係る体制整備義務（第14条）

13

ハラスメントの規定対応例を5種類、
島根労働局のホームページの
「フリーランス法特設コーナー」に
掲載しています。。



中途解除等の事前予告・理由開示義務（第16条）
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フリーランスも労災保険に特別加入できます！

令和6年11月から
労災保険に
特別加入できる
ようになりました！
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資料一覧

島根労働局ホームページ
フリーランス法特設コーナー https://jsite.mhlw.go.jp/shimane-roudoukyoku/freelance_00519.html

今回使用したリーフレットやパンフレットのほか、ハラスメント規定対応例やＱ＆Ａ
など、下記の島根労働局のホームページ「フリーランス法特設コーナー」に掲載して
います。ご参考にしてください。
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